
子ども・子育て支援金制度について 
 

１ 概要 

  国は、こども未来戦略「加速化プラン」で定めた、子育て支援を拡充するため、高齢者を含む全ての世代や企業の方々から拠出いた

だく「子ども・子育て支援金制度」を令和８年度から段階的に実施する。 

 

２ 支援金について 

  ・医療保険制度（国民健康保険、後期高齢者医療、被用者保険）ごとに医療保険料と合わせて徴収（拠出）される 

（金沢市国民健康保険は６月より、後期高齢者医療制度は７月より徴収開始） 

  ・令和 10 年度までに段階的に導入するとしており、支援金総額や保険料等は引き上げとなる予定 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 支援金充当事業 

 

 

 

※加速度プラン総額３．６兆円の財源 

引用：厚生労働省公表資料より 

事業名 開始時期 概要

　児童手当の拡充 R６.10
所得制限撤廃、支給期間を高校生まで延長、
第３子以降の支給額拡充

　出産・子育て応援給付金の制度化
　（妊婦支援給付金）

R７.４
妊娠時に５万円、妊娠後期以降に妊娠しているこども１人につき
５万円を支給

　共働き・共育てを推進するための経済支援
　（出生後休業支援給付金・育児時短就業給付金）

R７.４
出生直後に両親ともに育児休業取得した際、
手取りの10割相当を支給　等

　こども誰でも通園制度 R８.４
保育所等に通っていないこどもが、０歳６か月から
３歳未満時に、時間単位で利用可能

　国民年金第１号被保険者の育児期間中の保険料免除 R８.10
父：出生後12か月
母：産前産後期間４か月、以降９か月

tanimoto
スタンプ







基本的に、書類を添える必要はありません。

※お住まいの市（区）役所または町村役場の国民年金担当窓口や郵送でも手続きできます。
スマホで２４時間３６５日、電子申請できます。

※届書（紙）による手続きの場合には、「産前産後免除該当届／育児免除該当届・終了届」
「マイナンバーカード」の写し等が必要となります。

マイナポータル (電子申請)はこちら
https://myna.go.jp

実子、養子を育てている方は、
育児のための免除制度を利用できます。

 国民年金第1号被保険者（自営業者・農業者・アルバイト・無職など）も
育児で保険料が免除される制度が始まります。

 お子さま（実子・養子）を育てている方（父母・養父母）は、申請するこ
とで、月額17,920円（令和８年度）の保険料が免除されます。

 対象期間は、お子さま（実子・養子）が1歳になる誕生日の前月までです。
 将来の年金額は、納付した場合と同じように反映されます。

令和8年（2026年）10月から

国民年金保険料の
育児免除制度が始まります!

申請はスマホでO K！電子申請がかんたん便利

制度や手続きの
詳 細 は こ ち ら

父親

＜育児免除イメージ図＞

母親

出産日

（養父母）

１歳の誕生日の
前月（12月分）まで

1月 4月2月12月 5月 12月3月

出産予定月または出産月の前月から4か月間

育児免除期間

育児免除期間産前産後免除期間

日本年金機構特設ページ
https://www.nenkin.go.jp/
tokusetsu/ikujimenjo.html
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